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第一部 【企業情報】 

本書面中、「第５経理の状況」以外の部分の記載金額につきましては、特記する場合を除き消費税及び地方消費税を

含んでおりません。 

  

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 第80期及び第81期は潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は記載しておりません。

２ 第80期中間連結会計期間から、子会社１社を新たに連結の範囲に加えました 

３ 第81期中間連結会計期間から、子会社１社を新たに連結の範囲に加えました。 

４ 第82期中間連結会計期間から、子会社２社を連結の範囲から除外しました。 

  

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 44,622 48,013 57,395 92,005 100,837

経常利益 (百万円) 116 1,545 6,240 946 3,991

中間(当期)純利益 (百万円) 51 449 3,262 654 2,209

純資産額 (百万円) 18,450 19,906 26,858 19,483 21,939

総資産額 (百万円) 112,426 111,453 116,788 113,375 111,807

１株当たり純資産額 (円) 128.15 138.26 186.58 135.33 152.40

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 0.36 3.12 22.66 4.54 15.35

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― 22.50 ― ―

自己資本比率 (％) 16.4 17.9 23.0 17.2 19.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,955 2,381 5,624 5,291 6,786

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,050 △440 186 △1,236 △1,129

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,011 △3,248 △5,550 △4,757 △6,040

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 7,042 6,182 7,396 7,402 7,067

従業員数 (人) 3,558 3,689 3,638 3,741 3,690



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注)  第80期及び第81期は潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は記載しておりません。 

  

  

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 34,779 38,312 46,051 71,716 79,813

経常利益 (百万円) 488 862 4,218 1,070 1,780

中間(当期)純利益 (百万円) 525 440 2,398 1,089 1,725

資本金 (百万円) 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

発行済株式総数 (千株) 144,000 144,000 144,000 144,000 144,000

純資産額 (百万円) 17,258 18,493 23,556 18,370 20,032

総資産額 (百万円) 72,114 80,500 88,552 81,601 82,598

１株当たり純資産額 (円) 119.87 128.45 163.64 127.60 139.15

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 3.65 3.06 16.66 7.56 11.99

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― 16.55 ─ ─

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 0 0 2.0 1.5 2.5

自己資本比率 (％) 23.9 23.0 26.6 22.5 24.3

従業員数 (人) 979 972 1,093 964 946



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な

関係会社の異動については、「３関係会社の状況」に記載のとおりであります。 

  

３ 【関係会社の状況】 

(1) ばね事業 

プレシジョンスプリング株式会社ついては、平成17年４月１日をもって当社に吸収合併いたしました。 

  

(2) 素形材事業 

菱鋼鋳造株式会社は、平成17年４月１日をもって当社に営業を譲渡し、平成17年９月20日付で清算結了いたしま

した。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注)１.従業員数は就業人員であります。 

２.従業員数が当中間会計期間において147名増加しておりますが、主な理由は平成17年４月１日付で、連結子会社であるプレ

シジョンスプリング㈱を吸収合併、菱鋼鋳造㈱の営業を譲受したことに伴う移籍によるものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社の労働組合は、三菱製鋼労働組合と称し、日本基幹産業労働組合連合会に加盟しております。 

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

ばね事業 1,500 

素形材事業 1,182 

特殊鋼鋼材事業 231 

機器装置事業 275 

その他の事業 387 

全社(共通) 63 

計 3,638 

従業員数(人) 1,093 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における当社グループ（当社及び連結子会社）の経営環境は、主たる需要先の自動車業界は生

産・販売ともに堅調に推移し、建設機械業界においても、輸出向けを中心に生産・販売は増加しました。 

これにより当社グループも高水準の売上げを確保したものの、鉄鉱石、石炭等の原材料は引続き高騰し、さらなる

コスト削減や売価の改善が必要な状況でした。この環境のもと、受注内容の改善、品種の統合、板ばね生産の海外移

転等によるコストの削減を進めると共に、売価改善に努めました。さらに海外生産拠点の生産能力の増強や、新規顧

客開拓を積極的に行ってまいりました。一方、財務体質改善を狙いとして、有形固定資産の減価償却方法を定額法か

ら定率法に変更いたしました。 

 その結果、当中間連結会計期間の売上高は、前中間連結会計期間比1.2倍の573億９千５百万円となり、93億８千１

百万円の増収となりました。連結経常利益は前中間連結会計期間比4.0倍の62億４千万円となり、46億９千４百万円の

増益となりました。 

 また、特別利益として、休止電気炉設備等の売却による固定資産処分益13億６千６百万円、投資有価証券売却益６

千６百万円及び厚生年金代行部分返上益精算２億３千６百万円を計上し、一方、特別損失として、固定資産処分損８

億４百万円、固定資産の減損損失７億８千１百万円、事業整理損失４千３百万円及び関連事業損失６千２百万円を計

上いたしました。さらに法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額並びに少数株主利益を計上した結果、連結中間

純利益は、前中間連結会計期間比7.3倍の32億６千２百万円となり、28億１千２百万円の増益となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

  

[ばね事業] 

 板ばねは主要顧客の需要に支えられ、好調に推移しました。巻ばねは自動車向けが横ばいでしたが、建設機械向け

太巻きばねは堅調な需要があり増加しました。また、スタビライザは新規拡販品の量産立ち上げにより前年同期比大

幅増と好調に推移しました。 

精密部品は、ヒンジやデジタルカメラ用ユニット部品等の拡販に努めましたが、ぜんまいばね事業からの撤退等の

不採算受注見直しなどで売上げが減少しました。その結果、ばね事業全体の売上高は、前中間連結会計期間比5.5％、

９億４千１百万円減収の160億３千２百万円となりました。 

 営業利益は、前中間連結会計期間比265.3％、８億６千６百万円増益の11億９千３百万円となりました。 



  

[素形材事業] 

 自動車業界の旺盛な需要増の中で、精密鋳造品は、ディーゼルエンジンに搭載するターボチャージャー用部品の受

注増とコストダウンの効果により売上げ、利益とも順調に増加しました。粉末製品は、主に海外ユーザーの受注増及

び売価改善により売上げ、利益とも増加しました。精密鍛造品は、不採算受注品の見直しと売価改善により売上げ、

利益とも増加いたしました。 

その結果、素形材事業全体の売上高は、前中間連結会計期間比15.5％、12億４千２百万円増収の92億６千８百万円

となりました。 

営業利益は、前中間連結会計期間比60.1％、３億３千５百万円増益の８億９千３百万円となりました。 

  

[特殊鋼鋼材事業] 

 主要需要先であるトラック・建設機械業界の旺盛な需要により、前期に引き続きフル生産で推移しました。 

その結果、特殊鋼鋼材事業全体の売上高は、前中間連結会計期間比48.5％、90億１百万円増収の275億７千８百万円

となりました。 

営業利益は、前中間連結会計期間比446.2％、36億９千６百万円増益の45億２千４百万円となりました。 

  

[機器装置事業] 

 鍛圧機械等の機械品が堅調に推移し、鉄構品は若干減少したものの、機器装置事業全体の売上高は、前中間連結会計

期間比3.1％、１億２千１百万円増収の40億４千１百万円となりました。 

 営業利益は、前中間連結会計期間比212.3％、２億７百万円増益の３億４百万円となりました。 

  

[その他の事業] 

 その他の事業は流通及びサービス業等でありますが、その他の事業全体の売上高は、前中間連結会計期間比 6.7％、

２億３千３百万円増収の37億３千万円となりました。 

 営業損失は３千６百万円となり、前中間連結会計期間比５千３百万円の減益となりました。 

  

  

  

  

  



(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により 56 億２千４百万円、投資

活動により１億８千６百万円それぞれ増加となりました。一方、財務活動により 55 億５千万円減少したこと等によ

り、全体として前連結会計年度末より３億２千８百万円の増加となりました。 

その結果、当中間連結会計期間末の資金残高は 73億９千６百万円となり、前中間連結会計期間末と比較して 12億１

千３百万円増加いたしました。 

  

 ［営業活動によるキャッシュ・フロー］ 

売上げの増加に伴い売掛債権等が増加したものの、税金等調整前中間純利益 62 億２千万円、減価償却費 30 億５千

９百万円等により、当中間連結会計期間における営業活動の結果得られた資金は 56 億２千４百万円となり、前中間連

結会計期間と比較して32億４千３百万円増加いたしました。 

  

 ［投資活動によるキャッシュ・フロー］ 

有形固定資産の取得による支出11億７千５百万円等の資金の減少がありましたが、一方、休止電気炉設備等の売却

による収入13億１千５百万円等の増加があり、当中間連結会計期間における投資活動の結果得られた資金は１億８千

６百万円となり、前中間連結会計期間と比較して６億２千６百万円増加いたしました。 

  

［財務活動によるキャッシュ・フロー］ 

設備資金調達のため転換社債型新株予約権付社債を発行したことによる資金の増加がありました。一方、引き続き

財務体質改善のため借入金の圧縮に努め、当中間連結会計期間における財務活動で使用した資金は55億５千万円とな

り、前中間連結会計期間と比較して23億２百万円減少いたしました。 

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) 金額は販売価格によっております。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  
  

(注) 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前中間連結会計期間比(％) 

ばね事業 15,601 95.4

素形材事業 9,232 109.2

特殊鋼鋼材事業 27,489 150.6

機器装置事業 4,051 103.3

合計 56,374 120.0

事業の種類別セグメントの名称
受注高
(百万円) 

前中間連結
会計期間比 
(％) 

受注残高
(百万円) 

前中間連結 
会計期間比 
(％) 

ばね事業 16,695 93.6 5,342 96.3

素形材事業 8,966 101.5 2,835 96.6

特殊鋼鋼材事業 28,508 140.6 11,945 126.6

機器装置事業 4,052 76.6 8,465 94.3

その他の事業 3,740 106.0 583 99.1

合計 61,963 111.1 29,173 106.1

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前中間連結会計期間比(％) 

ばね事業 16,032 94.5

素形材事業 9,268 115.5

特殊鋼鋼材事業 27,578 148.5

機器装置事業 4,041 103.1

その他の事業 3,730 106.7

消去又は全社 (3,256) (―)

合計 57,395 119.5

相手先 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額 
(百万円) 

総販売実績に
対する割合 
(％) 

金額
(百万円) 

総販売実績に 
対する割合 
(％) 

㈱メタルワン 4,949 10.3 6,504 11.3



３ 【対処すべき課題】 

当社グループはこの数年、「選択と集中」の考え方のもと、国内生産拠点の集約、海外生産の拡大、デジタル関連

部品等の新規事業分野拡大を狙いとしたグループ再編等、変革を進めてまいりました。今後さらに改革を加速し、事

業を拡大するため、設備投資を積極的に進めること及び人材育成と研究開発を推進することを対処すべき課題と認識

しております。各事業ごとの重点施策は以下のとおりであります。 

  

［ばね事業］ 

自動車ばねの海外生産推進、顧客のグローバル調達に対応するための海外拠点拡充を図ります。また、精密部品は

携帯電話機用ヒンジを需要が拡大する海外メーカーへ拡販を図るとともに、デジタルカメラ等ＩＴ機器の樹脂成形品

やプレス品の拡販に努めてまいります。 

  

［素形材事業］ 

精密鋳造品ではターボチャージャー用部品の鋳造から機械加工までの一貫生産をさらに強化し、タイでの事業拡大を

加速してまいります。また、粉末製品の製造能力の拡大を早期に進めるとともに、高付加価値を狙いとした粉末及び

マグネシウム等を応用した製品の開発及び商品化を推進してまいります。 

  

［特殊鋼鋼材事業］ 

当面はフル生産の状況が続くと予想され、さらなる受注内容の改善と歩留向上を中心としたコストダウンを図ると同

時に、納期短縮や品質向上に努めてまいります。 

  

［機器装置事業］ 

鍛圧機械等の設計に関する当社固有の技術を活かし、特徴ある製品造りに注力するとともに、中国をはじめとする海

外市場での拡販及び、採算重視の営業活動により引き続き収益拡大を目指してまいります。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

平成17年７月29日、「電気炉設備譲渡契約書」を締結し、次のとおり休止設備を譲渡いたしました。 

  １ 譲渡先    新日本製鐵株式会社 

  ２ 譲渡物件   100Ｔ直流電気炉及び附帯設備 

  ３ 譲渡価額   1,600百万円 

  ４ 引渡日    平成17年７月31日 

  

  

  



５ 【研究開発活動】 

当社グループは、当社各事業部の技術部門を中心として、ユーザーニーズに合わせた新材料、新製品開発に取り組

むとともに品質向上とコスト低減を課題とした製造技術開発に積極的に取り組んでおります。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は７億３千５百万円で、その主な研究開発の活動は以下の

とおりであります。 

  

ばね事業関連では、高応力巻ばねの開発や各種スタビライザ、太巻ばねなどの製造技術の開発に取り組みました。

また、電子機器用ヒンジ等精密組立品の開発及び各種精密プレス品の製造技術の開発に取り組みました。これらの研

究開発費は５億６千５百万円であります。 

  

素形材事業関連では、低コストで高性能の磁性金属粉末とその応用製品の開発、精密鋳造品の高歩留製造技術の開

発などを行いました。また、マグネシウムを含む各種金属材料の極薄板圧延、極薄プレス成形、表面処理技術の開発

に取り組みました。これらの研究開発費は１億５千３百万円であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

  

当中間連結会計期間において、「２ 設備の新設、除却等の計画」に記載するもののほか主要な設備に重要な異動は

ありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

  

(1) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末において計画中であった、MSM(THAILAND)CO.,LTD.の素形材工場建屋増築及び機械加工設備は、平

成17年９月に完了いたしました。 

  

(2) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

（注）上記所要資金は自己資金でまかなう予定であります。 

  

(3) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、下記設備を廃止することを決定いたしました。 

（注）当中間連結会計期間において、上記設備の廃止に備えて、廃止予定時の帳簿価額から売却見込価額を控除し

た金額693百万円を固定資産処分損引当金として計上しております。 

  

  

会社名 
事業所名
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容
  

投資予定額
（百万円） 着手年月

  
完成予定年
月 

総額 既支払額 

寧波菱鋼精密部件
有限公司 （中国浙江省寧波市） 

ばね

精密部品組立設
備 150 25 

平成 17 年
７月 

平成17年12
月 

MSM MANILA,INC. 
(Calamba  Laguna 
Philippines) 

精密部品工場用
土地 120 0 

平成 17 年
９月 

平成17年10
月 

MSM(THAILAND)
CO.,LTD. 

(Sriracha  Chonburi 
Thailand) 

素形材

精密鋳造品製造
設備及び建屋改
造 

700 0 
平成 17 年
６月 

平成18年３
月 

三菱製鋼㈱ 広田製作所 
（福島県会津若松市） 

特殊合金粉末製
造設備及び建屋
増築 

540 6 
平成 17 年
７月 

平成18年５
月 

三菱製鋼㈱他 金型センター他 
（千葉県市川市他） その他 金型加工設備 210 69 

平成 17 年
６月 

平成17年10
月 

三菱製鋼㈱ 本社他
（東京都中央区他） 

全社  
（共通） 

情報通信機器 360 0 
平成 17 年
７月 

平成18年12
月 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 廃止の予定時期 当中間連結会計期間
末帳簿価額 

三菱製鋼㈱ 千葉製作所  （千
葉県市原市） ばね 板ばね製造設備

平成17年12月～平
成18年６月 

1,194百万円



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

（注）「提出日現在発行数」には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権付社債の権利行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、商法第341条ノ２の規定に基づき新株予約権付社債を発行しております。 

（注）本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額又は処分価額で普通株式を発行又は処分する場

合には、次の算式により調整されます。なお、算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式総数(ただし、当社

の保有する自己株式数を除く。)であります。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 360,000,000

計 360,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 144,000,000 144,000,000

東京証券取引所
（市場第一部） 
大阪証券取引所 
（市場第一部） 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 144,000,000 144,000,000 ─ ─ 

  中間会計期間末現在 

（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,600 1,600 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 18,568,129 18,568,129 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり433    (注） 同左 

新株予約権の行使期間 平成17年10月３日～平成21年９月４日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   433 

資本組入額  217 

同左 

新株予約権の行使の条件 本新株予約権の一部行使はできないものとす

る 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 該当事項なし 同左 

新株予約権付社債の残高（百万円） 8,040 8,040 



  

また、転換価額は、当社普通株式の分割・併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求でき

る新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の発行等が行われる場合、その他一定の事由が生じた場合にも、

適宜調整されます。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

（注）三菱信託銀行株式会社は、UFJ信託銀行株式会社との合併に伴い、平成17年10月１日付をもって三菱UFJ信託銀行株式会社とな
っております。 

         
既発行 
株式数 

 
＋ 

新発行・処分 
株式数 

× 
1株当たりの
発行・処分価額 

調整後 
転換価額 

＝ 
調整前 
転換価額 

×
時 価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 144,000 ― 7,200 ― 893

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

三菱重工業株式会社 東京都港区港南二丁目16番５号 10,000 6.94

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 7,374 5.12

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 7,138 4.96

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 6,578 4.57

三菱信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 5,713 3.97

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目６番３号 5,586 3.88

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 4,265 2.96

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,115 2.16

三菱製鋼共栄会 東京都中央区晴海三丁目２番22号 2,905 2.02

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番３号 2,260 1.57

計 ― 54,935 38.15



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注)１ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が40,000株(議決権40個)含まれておりま

す。 

   ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 879株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ─ ― ─ 

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─ 

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─ 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式)

普通株式 
46,000 

―
権利内容になんら限定のない当社に
おける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式

143,222,000 
143,222 同上

単元未満株式 
普通株式
732,000 

― 一単元（1,000株）未満株式 

発行済株式総数 144,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 143,222 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
三菱製鋼株式会社 

東京都中央区晴海三丁目２
番22号 

46,000 0 46,000 0.03

計 ― 46,000 0 46,000 0.03

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 191 220 296 330 421 495

最低(円) 158 169 217 265 311 384



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 本中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24

号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第

３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 本中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以下

「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

現金及び預金    6,387 7,523  7,177 

受取手形及び売掛金 ＊２  26,647 31,657  28,925 

有価証券    9 9  9 

たな卸資産    14,017 13,699  12,938 

繰延税金資産    712 827  1,075 

その他    2,429 2,035  1,948 

貸倒引当金    △11 △65  △54 

流動資産合計    50,192 45.0 55,687 47.7  52,022 46.5

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 ＊１ 
＊２       

建物及び構築物    14,911 14,203  14,474 

機械装置及び運搬具    18,755 16,060  17,505 

土地    6,591 5,798  6,591 

建設仮勘定    335 904  715 

その他    627 578  588 

有形固定資産合計    41,221 37.0 37,544 32.1  39,875 35.7

２ 無形固定資産         

その他    291 259  247 

無形固定資産合計    291 0.3 259 0.2  247 0.2

３ 投資その他の資産         

投資有価証券 ＊２  12,336 15,687  12,852 

長期貸付金    803 1,054  1,038 

繰延税金資産    783 563  465 

その他    6,188 6,050  5,361 

貸倒引当金    △364 △57  △56 

投資その他の 
資産合計    19,748 17.7 23,297 20.0  19,661 17.6

固定資産合計    61,261 55.0 61,101 52.3  59,785 53.5

資産合計    111,453 100.0 116,788 100.0  111,807 100.0

            



    

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

支払手形及び買掛金    20,648 23,572  22,080 

短期借入金 ＊２  37,698 19,556  35,343 

未払法人税等    862 2,456  1,555 

未払消費税等    204 395  151 

その他    4,106 4,817  4,118 

流動負債合計    63,521 57.0 50,798 43.5  63,249 56.6

Ⅱ 固定負債         

新株予約権付社債    0 8,040  0 

長期借入金 ＊２  19,915 22,077  19,480 

繰延税金負債    868 2,548  1,365 

退職給付引当金    4,994 2,977  3,296 

役員退職慰労金引当金    277 247  316 

固定資産処分損引当金    0 693  0 

その他    18 5  1 

固定負債合計    26,074 23.4 36,589 31.3  24,460 21.9

負債合計    89,596 80.4 87,387 74.8  87,710 78.5

          

(少数株主持分)         

少数株主持分    1,950 1.7 2,542 2.2  2,157 1.9

          

(資本の部)         

Ⅰ 資本金    7,200 6.5 7,200 6.2  7,200 6.4

Ⅱ 資本剰余金    893 0.8 893 0.8  893 0.8

Ⅲ 利益剰余金    11,141 10.0 15,803 13.5  12,901 11.5

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    1,558 1.4 3,508 3.0  1,822 1.6

Ⅴ 為替換算調整勘定    △884 △0.8 △538 △0.5  △872 △0.7

Ⅵ 自己株式    △2 △0.0 △7 △0.0  △4 △0.0

資本合計    19,906 17.9 26,858 23.0  21,939 19.6

負債、少数株主持分 
及び資本合計    111,453 100.0 116,788 100.0  111,807 100.0

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     48,013 100.0 57,395 100.0   100,837 100.0

Ⅱ 売上原価     40,229 83.8 44,864 78.2   83,750 83.1

売上総利益     7,784 16.2 12,531 21.8   17,087 16.9

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

＊１   5,950 12.4 5,686 9.9   12,063 11.9

営業利益     1,834 3.8 6,844 11.9   5,023 5.0

Ⅳ 営業外収益           

受取利息   28   38 59   

受取配当金   56   70 101   

生命保険給付金   63   61 122   

持分法による 
投資利益 

  ─   0 ─   

貸倒引当金戻入益   3   0 0   

為替差益   219   186 154   

連結調整勘定償却額   0   2 0   

その他   33 405 0.8 44 405 0.7 55 492 0.5

Ⅴ 営業外費用           

支払利息   531   454 1,016   

持分法による 
投資損失 

  105   ─ 106   

たな卸資産処分損   0   250 171   

固定資産処分損   9   74 43   
アレンジメント 
フィー 

  0   158 0   

その他   47 693 1.4 71 1,009 1.7 187 1,525 1.5

経常利益     1,545 3.2 6,240 10.9   3,991 4.0

Ⅵ 特別利益           

固定資産処分益 ＊２ 0   1,366 0   

投資有価証券売却益   543   66 745   
    厚生年金代行部分 
  返上益 

＊３ 0   ─ 2,107   

    厚生年金代行部分 
  返上益精算 

＊４ ─ 543 1.1 236 1,670 2.9 ─ 2,853 2.8

Ⅶ 特別損失           

固定資産処分損 ＊５ 0   804 30   

減損損失 ＊６ ―   781 ―   

事業整理損失 ＊７ 0   43 234   

関連事業損失 ＊８ 342   62 725   

たな卸資産評価損   0   0 161   
投資有価証券等 
評価損 

  692   0 712   

退職年金制度終了損 ＊９ 0 1,034 2.1 0 1,691 3.0 424 2,287 2.3

税金等調整前中間
(当期)純利益 

    1,054 2.2 6,220 10.8   4,557 4.5

法人税、住民税 
及び事業税 

  917   2,505 2,171   

法人税等調整額   △289 628 1.3 147 2,652 4.6 △15 2,155 2.1

少数株主利益     ─ 305 0.5   192 0.2

少数株主損失     23 0.0 ─   ─ 

中間(当期)純利益     449 0.9 3,262 5.7   2,209 2.2
            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   893 893   893

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  893 893   893

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   10,907 12,901   10,907

Ⅱ 利益剰余金増加高      

 １ 中間(当期)純利益   449 3,262   2,209

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１ 配当金   215 359   215

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  11,141 15,803   12,901

       



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 1,054 6,220 4,557

減価償却費  2,148 3,059 4,275

減損損失  ― 781 ―

連結調整勘定償却額  0 △2 10

貸倒引当金の増加額 
（又は減少額） 

 △20 12 27

受取利息及び受取配当金  △84 △109 △160

支払利息  531 454 1,016

為替差益  △63 △12 △34

持分法による投資利益 
（又は損失） 

 105 △0 106

投資有価証券売却益  △543 △66 △745

投資有価証券等評価損  692 0 692

有形固定資産処分益 
（又は処分損） 

 9 △488 73

関連事業損失  342 0 345

事業整理損失  0 31 48

売上債権の増加額  △957 △2,751 △3,691

たな卸資産の増加額 
(又は減少額) 

 △169 △742 916

仕入債務の増加額  679 1,439 2,105

その他  625 △401 302

小計  4,350 7,423 9,843

利息及び配当金の受取額  86 109 172

利息の支払額  △488 △366 △995

法人税等の支払額  △1,567 △1,541 △2,234

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,381 5,624 6,786



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

定期預金の預入による支出  △165 △117 △271

定期預金の払戻による収入  323 99 524

有価証券の取得による支出  △9 △9 △9

有価証券の売却(又は償還) 
による収入 

 10 10 10

投資有価証券の取得による 
支出 

 △1,185 △1 △1,275

投資有価証券の売却 
(又は償還)による収入 

 1,415 80 1,629

関係会社株式の取得による 
支出 

 0 △2 △2

連結の範囲の変更を伴う子
会社株式の取得による支出 

 △23 0 △23

有形固定資産の取得による 
支出 

 △702 △1,175 △1,386

有形固定資産の売却による 
収入 

 8 1,315 29

無形固定資産の取得による 
支出 

 △8 △24 △10

長期前払費用の取得による 
支出 

 △23 △6 △26

貸付けによる支出  △175 △41 △493

貸付金の回収による収入  97 60 177

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △440 186 △1,129

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

新株予約権付社債の発行に
よる収入 

 0 8,009 0

短期借入金の純減少額  △4,415 △16,210 △6,948

長期借入れによる収入  4,000 4,647 5,522

長期借入金の返済による 
支出 

 △2,580 △1,627 △4,358

自己株式の取得による支出  △0 △2 △2

配当金の支払額  △211 △360 △213

少数株主への配当金の 
支払額 

 △39 △7 △39

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △3,248 △5,550 △6,040

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
  係る換算差額 

 86 67 48

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
（又は減少額） 

 △1,220 328 △334

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 7,402 7,067 7,402

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

＊１ 6,182 7,396 7,067

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 
(1) 連結子会社の数    15社 
(主要な連結子会社名) 
MSM CANADA INC. 
MSM US INC. 
プレシジョンスプリング㈱ 
ヒューマン電機㈱ 
MSM CEBU, INC. 
MSM MANILA, INC. 
寧波菱鋼精密部件有限公司 
MSM(THAILAND)CO.,LTD. 
三菱製鋼室蘭特殊鋼㈱ 
三菱長崎機工㈱ 
上記のうち、ヒューマン電機
㈱は平成16年４月28日に新た
に株式を取得したことに伴い
当中間連結会計期間より連結
の範囲に含めました。なお、
みなし取得日を当中間連結会
計期間末としているため、当
中間連結会計期間は中間貸借
対照表のみを連結しておりま
す。 

１ 連結の範囲に関する事項 
(1) 連結子会社の数    13社 
(主要な連結子会社名) 
MSM CANADA INC. 
MSM US INC. 
ヒューマン電機㈱ 
MSM CEBU, INC. 
MSM MANILA, INC. 
寧波菱鋼精密部件有限公司 
MSM(THAILAND)CO.,LTD. 
三菱製鋼室蘭特殊鋼㈱ 
三菱長崎機工㈱ 
なお、プレシジョンスプリン
グ㈱については当社と合併し
たため、菱鋼商事㈱について
は清算結了したため連結子会
社から除外しております。 
  

１ 連結の範囲に関する事項 
(1) 連結子会社の数    15社 

(主要な連結子会社名) 
MSM CANADA INC. 
MSM US INC. 
プレシジョンスプリング㈱ 
ヒューマン電機㈱ 
MSM CEBU, INC. 
MSM MANILA, INC. 
寧波菱鋼精密部件有限公司 
MSM(THAILAND)CO.,LTD. 
三菱製鋼室蘭特殊鋼㈱ 
三菱長崎機工㈱ 
上記のうち、ヒューマン電機
㈱は平成16年４月28日に株式
取得に伴い、みなし取得日を
平成16年９月末とし、新たに
連結子会社といたしました。 
  
  
  

  

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

(主要な非連結子会社名) 

菱機エンジニアリング㈱ 

菱機サービス㈱ 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、

売上高、中間純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いずれ

も中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためで

あります。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

(主要な非連結子会社名) 

  同左 

  

(連結の範囲から除いた理由) 

     同左 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

(主要な非連結子会社名) 

     同左 

  

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためであり

ます。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の非連結子会社数 

   持分法適用の非連結子会社は

ありません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の非連結子会社数 

     同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の非連結子会社数 

     同左 

(2) 持分法適用の関連会社数 

             ３社 

(持分法適用関連会社名) 

北海製鉄㈱ 

MERITOR SUSPENSION SYSTEMS 

HOLDINGS UK LIMITED 

CROFT PROPERTIES 

HOLDINGS,INC.  

(2) 持分法適用の関連会社数 

             ３社 

(持分法適用関連会社名) 

  同左 

(2) 持分法適用の関連会社数 

             ３社 

(持分法適用関連会社名) 

     同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(3) 持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社 

持分法の適用から除外した非

連結子会社(菱機エンジニア

リング㈱ほか)及び関連会社

(㈱第一熱処理室蘭ほか)は、

それぞれ中間純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等に及ぼす影

響は軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため、

持分法の適用から除外してお

ります。   

(3) 持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社 

  同左 

(3) 持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社 

持分法の適用から除外した非

連結子会社(菱機エンジニア

リング㈱ほか)及び関連会社

(㈱第一熱処理室蘭ほか)は、

それぞれ当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等に及ぼす影

響は軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため、

持分法の適用から除外してお

ります。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社のうち、中間決算

日が中間連結決算日（９月30

日）と異なる会社は次のとお

りであります。 

寧波菱鋼精密部件有限公司 

中間決算日 － ６月30日 

中間連結財務諸表を作成する

にあたっては、連結子会社の

中間決算日現在の中間財務諸

表を使用しております。 

なお、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っており

ます。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

   同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社のうち、決算日が連

結決算日（３月31日）と異なる

会社は次のとおりであります。 

 寧波菱鋼精密部件有限公司 

 決算日 － 12月31日 

連結財務諸表を作成するにあた

っては、連結子会社の決算日現

在の財務諸表を使用しておりま

す。 

なお、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結

上必要な調整を行っておりま

す。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は主

として移動平均法により

算定しております。) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は主

として移動平均法により

算定しております。) 

時価のないもの 

 主として移動平均法によ

る原価法 

時価のないもの 

 同左 

時価のないもの 

 同左 

②たな卸資産 

主として総平均法による原

価法によっております。 

②たな卸資産 

 同左 

  

②たな卸資産 

 同左 

  



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

主として定額法によってお

ります。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 

      ８年～31年 

機械装置及び運搬具 

      ４年～14年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

主として定率法によってお

ります。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 
  建物及び構築物 
        ８年～31年 
  機械装置及び運搬具 
        ４年～14年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

主として定額法によってお

ります。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 

      ８年～31年 

機械装置及び運搬具 

       ４年～14年 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 同左 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

会計基準変更時差異(6,956

百万円)については、15年

による按分額を費用処理し

ております。過去勤務債務

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(９～12年)による

定額法により費用処理して

おります。 

数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(９～12年)に

よる定額法により、それぞ

れ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を

費用処理しております。過

去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(12年)

による定額法により費用処

理しております。 

数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(12年)による

定額法により、それぞれ発

生の翌連結会計年度から費

用処理しております。 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において

発生していると認められる

額を計上しております。 

会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を

費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(９

～12年)による定額法によ

り費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(９～12年)に

よる定額法により、それぞ

れ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（追加情報） 

当社及び一部の国内連結子

会社は、確定給付企業年金

法の施行に伴い、厚生年金

基金の代行部分について、

平成15年11月25日に厚生労

働大臣から将来分支給義務

免除の認可を受けました。 

当中間連結会計期間末日現

在において測定された返還

相当額（最低責任準備金）

は、12,831百万円であり、

当該返還相当額（最低責任

準備金）の支払が当中間連

結会計期間末日に行われた

と仮定して「退職給付会計

に関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協

会会計制度委員会報告第13

号）第44－２項を適用した

場合に生じる利益の見込額

は1,217百万円でありま

す。 

（追加情報） 

当社及び一部の国内連結子

会社は、確定給付企業年金

法の施行に伴い、厚生年金

基金の代行部分について、

平成15年11月25日に厚生労

働大臣から将来分支給義務

免除の認可を受け、平成17

年１月１日に過去分返上の

認可を受けました。 

これに伴い、前連結会計年

度において厚生年金代行部

分返上益2,107百万円を特別

利益に計上いたしました

が、実際返還日（平成17年

７月21日）における実際返

還額と過去分返上認可時最

低責任準備金とに差異が生

じたため、当中間連結会計

期間において精算額236百万

円を特別利益に計上してお

ります。 

（追加情報） 

当社及び一部の国内連結子

会社は、確定給付企業年金

法の施行に伴い、厚生年金

基金の代行部分について、

平成15年11月25日に厚生労

働大臣から将来分支給義務

免除の認可を受け、平成17

年１月１日に過去分返上の

認可を受けております。 

これに伴い、当連結会計年

度において厚生年金代行部

分返上益2,107百万円を特

別利益に計上しておりま

す。 

③役員退職慰労金引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えて、内規に基づく中間

期末要支給額を計上してお

ります。 

③役員退職慰労金引当金 

 同左 

③役員退職慰労金引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えて、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

④ ――――――――――― 

  

④固定資産処分損引当金 

  固定資産の廃止に備えて、 

  除却損失の見込額を計上し 

  ております。 

④ ――――――――――― 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

  同左 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

  同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。また、金利スワップ

について特例処理の要件を充

たしている場合には特例処理

を、為替変動リスクのヘッジ

について振当処理の要件を充

たしている場合には振当処理

を採用しております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

  同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

  同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

      為替予約 

ヘッジ対象：借入金の金利変

動リスク 

      外貨建債権の為

替変動リスク 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

③ヘッジ方針 

将来の金利変動によるリスク

及び為替変動によるリスク回

避を目的としており、投機的

な取引は行わない方針であり

ます。 

③ヘッジ方針 

  同左 

③ヘッジ方針 

  同左 

(6) 消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっており

ます。 

(6) 消費税等の会計処理方法 

  同左 

(6) 消費税等の会計処理方法 

  同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

   同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資から

なっております。 



会計処理の変更 

  

 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ―――――――――― １ 固定資産の減損に係る会計基準 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

これにより、税金等調整前中間純利

益は781百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

  

２ 建物（建物附属設備を除く）を

除く有形固定資産の減価償却方法に

ついては、当中間連結会計期間より

主として定額法から定率法に変更し

ております。 

この変更は、生産拠点の見直し及び

需要の増加により生産量の増加が顕

著となり、稼働率が高まったため、

投下資本の早期回収を通じて、より

合理的な期間損益計算を行うための

ものであります。 

この変更により、従来の方法によっ

た場合と比べ、減価償却費は969百

万円増加し、営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益はそれぞ

れ843百万円減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響

は（セグメント情報）に記載してあ

ります。 

   ―――――――――― 



  
追加情報 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日企業会計基準委員会実務対応報

告第12号）に従い法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売

費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

は56百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益は

56百万円減少しております。 

  

   ――――――――――― 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

は99百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益は

99百万円減少しております。 

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表注記) 

  

  
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

47,919百万円 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

51,369百万円 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

49,449百万円 

＊２ このうち担保に供している資

産及び担保を付している債務

は次のとおりであります。な

お、括弧内金額(内数)は、工

場財団組成分であります。 

＊２ このうち担保に供している資

産及び担保を付している債務

は次のとおりであります。な

お、括弧内金額(内数)は、工

場財団組成分であります。 

＊２ このうち担保に供している資

産及び担保を付している債務

は次のとおりであります。な

お、括弧内金額(内数)は、工

場財団組成分であります。 

(1) 担保に供している資産 

受取手形   

1,282百万円  

建物及び構築物   

12,949百万円(10,353百万円)

機械装置及び運搬具   

14,865百万円(14,812百万円)

土地   

5,478百万円 (1,218百万円)

投資有価証券  

3,365百万円  

計  37,940百万円 (26,383百万円)

(1) 担保に供している資産 

受取手形

1,343百万円

建物及び構築物

12,483百万円 (9,851百万円)

機械装置及び運搬具

12,110百万円(12,067百万円)

土地 

5,489百万円 (1,218百万円)

投資有価証券

4,744百万円

計   36,170百万円(23,136百万円)

(1) 担保に供している資産 

受取手形   

1,409百万円  

建物及び構築物   

12,481百万円(10,099百万円)

機械装置及び運搬具   

13,743百万円(13,743百万円)

土地   

5,478百万円 (1,218百万円)

投資有価証券  

3,744百万円  

計   36,857百万円 (25,060百万円)

(2) 担保を付している債務 

短期借入金 

8,465百万円 (3,291百万円)

長期借入金 

12,895百万円(10,988百万円)

計  21,361百万円 (14,279百万円)

(2) 担保を付している債務 

短期借入金

5,169百万円 (1,673百万円)

長期借入金

15,706百万円(11,105百万円)

計   20,875百万円(12,778百万円)

(2) 担保を付している債務 

短期借入金

8,053百万円 (2,397百万円)

長期借入金

12,699百万円(11,184百万円)

計   20,753百万円 (13,581百万円)

 ３ 保証債務 

   借入金に対する保証 

室蘭共同発電㈱ 
  

768百万円

 

 ３ 保証債務 

   借入金に対する保証 

室蘭共同発電㈱

  
576百万円

 

 ３ 保証債務 

   借入金に対する保証 

室蘭共同発電㈱ 
  

672百万円

 

 ４ 受取手形割引高 588百万円  ４ ――――――――――――  ４ 受取手形割引高  211百万円 

      



(中間連結損益計算書注記) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

＊１ 販売費及び一般管理費の主要

な内訳は次のとおりでありま

す。 

販売手数料 42百万円

運賃諸掛 2,358百万円

役員報酬・従業員給与 1,543百万円

福利厚生費 289百万円

退職給付費用 539百万円

(又は退職給付引当金繰入額 492百万円)

役員退職慰労金引当金繰入額 43百万円

減価償却費 70百万円

賃借料 302百万円

研究開発費 136百万円

＊１ 販売費及び一般管理費の主要

な内訳は次のとおりでありま

す。 

販売手数料 21百万円

運賃諸掛 2,390百万円

役員報酬・従業員給与 1,569百万円

福利厚生費 308百万円

退職給付費用 331百万円

(又は退職給付引当金繰入額 254百万円)

役員退職慰労金引当金繰入額 36百万円

減価償却費 68百万円

賃借料 241百万円

研究開発費 21百万円

＊１ 販売費及び一般管理費の主要

な内訳は次のとおりでありま

す。 

販売手数料 107百万円 

運賃諸掛 4,849百万円 

役員報酬・従業員給与 3,088百万円 

福利厚生費 581百万円 

退職給付費用 956百万円 

(又は退職給付引当金繰入額 860百万円)

役員退職慰労金引当金繰入額 85百万円 

減価償却費 140百万円 

賃借料 589百万円 

研究開発費 347百万円 

 ２ ──────────── ＊２ 固定資産処分益の内訳は次の

とおりであります。 

休止機械装置

の売却益 

1,363百万円 

土地の売却益 3百万円 

 ２ ―――――――――――― 

  

  

 ３ ――――――――――――  ３ ―――――――――――― ＊３ 厚生年金基金代行部分の返上

益であります。 

 ４ ―――――――――――― ＊４ 厚生年金基金代行部分の実際

返還による精算額でありま

す。 

 ４ ―――――――――――― 

  

 ５ ―――――――――――― 

  

  

＊５ 固定資産処分損の内訳は次の

とおりであります。 

固定資産処分損

引当金繰入額 

693百万円 

  

機械装置及び運

搬具の除却損 

83百万円 

ほか 

＊５ 固定資産処分損の内訳は次の

とおりであります。 

機械装置及び運

搬具の除却損 

29百万円 

ほか 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ６ ―――――――――――― ＊６ 当社グループは、事業用資産

については主に継続的に収支

の把握を行っている管理会計

上の区分（事業所等）を基礎

とし、キャッシュ・フローの

相互補完性を考慮した一定の

事業単位でグルーピングを行

っております。また、将来の

使用が見込まれない遊休資産

については、個別の資産グル

ープとしております。 

これらの資産グループのう

ち、近年の継続的な地価の下

落等に伴い回収可能価額が低

下した遊休資産について、帳

簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失

として計上いたしました。 

その内訳は、次のとおりであ

ります。 

なお、当資産グループの回収

可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、主として不

動産鑑定評価額又は固定資産

税評価額に基づき評価してお

ります。 

種類 所在地
減損損失 

(百万円) 

土地 千葉県市原市 540

土地 千葉県千葉市他 241

 ６ ―――――――――――― 

 ７ ―――――――――――― ＊７ 事業整理損失の内訳は素形材

事業の一部整理に伴う損失で

あります。 

＊７ 事業整理損失の内訳は素形材

事業の一部整理に伴う損失

194百万円ほかであります。 

＊８ 関連事業損失の内訳は次のと

おりであります。 

関連会社株式

評価損 

342百万円 

＊８ 関連事業損失の内訳は次のと

おりであります。 

関連会社事業閉

鎖に係る損失 

62百万円 

＊８ 関連事業損失の内訳は次のと

おりであります。 

関連会社株式評

価損 

345百万円 

関連会社事業閉

鎖に係る損失 

379百万円 

 ９ ―――――――――――― 

  

 ９ ―――――――――――― ＊９ 退職年金制度終了損の内訳は

次のとおりであります。 

子会社の適格退職

年金制度終了損 

169百万円 

子会社の総合設

立型厚生年金基

金制度脱退損 

254百万円 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書注記) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

＊１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

(平成16年９月30日) 

  

現金及び 
預金勘定 

6,387百万円

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金 

△205百万円

現金及び現金 
同等物 

6,182百万円

＊１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

(平成17年９月30日) 

  

現金及び 
預金勘定 

7,523百万円

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金 

△127百万円

現金及び現金
同等物 

7,396百万円

＊１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成17年３月31日) 

  

  

現金及び
預金勘定 

7,177百万円

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金 

△107百万円

現金及び現金
同等物 

7,067百万円



(リース取引注記) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

  

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

科目 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末

残高 
相当額 
(百万円)

機械装置

及び 
運搬具 

3,407 2,586 820 

その他 222 126 95 

計 3,629 2,713 916 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

  

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

科目 
取得価額

相当額 
(百万円)

減価償却

累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置

及び 
運搬具 

2,402 1,882 519

その他 192 129 63

計 2,594 2,012 582

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

  

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

科目

取得価額

相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置

及び 
運搬具 

3,315 2,675 640 

その他 201 126 74 

計 3,517 2,802 714 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 439百万円

１年超 561百万円

計 1,001百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 241百万円

１年超 388百万円

計 629百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 369百万円

１年超 412百万円

計 781百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 259百万円

減価償却費相当額 224百万円

支払利息相当額 19百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 237百万円

減価償却費相当額 204百万円

支払利息相当額 12百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 503百万円

減価償却費相当額 435百万円

支払利息相当額 34百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については利息法によっ

ております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

   同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

   同左 



(有価証券注記) 

 前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

 当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

種類 
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 4,624 7,261 2,636

(2) 債券 9 9 0

合計 4,634 7,271 2,636

種類 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

(1) 非上場株式 1,077

合計 1,077

種類 
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 4,623 10,552 5,929

(2) 債券 9 9 0

合計 4,633 10,562 5,929

種類 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

(1) 非上場株式 1,143

合計 1,143



 前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

  

(デリバティブ取引注記) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

ヘッジ会計を適用しているため、記載しておりません。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

ヘッジ会計を適用しているため、記載しておりません。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

ヘッジ会計を適用しているため、記載しておりません。 

  

種類 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 4,622 7,705 3,082

(2) 債券 9 9 0

合計 4,632 7,715 3,082

種類 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

(1) 非上場株式 1,156

合計 1,156



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで) 

  

  

当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで) 

  

  

前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 

  

  

  
ばね事業 
(百万円) 

素形材 
事業 
(百万円) 

特殊鋼
鋼材事業 
(百万円) 

機器装置
事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高        

(1) 外部顧客に対 
する売上高 

16,967 7,967 17,063 3,917 2,097 48,013 ― 48,013

(2) セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

7 58 1,513 2 1,400 2,981 (2,981) 0

計 16,974 8,025 18,577 3,920 3,497 50,995 (2,981) 48,013

営業費用 16,647 7,467 17,749 3,822 3,479 49,167 (2,987) 46,179

営業利益 326 557 828 97 17 1,827 6 1,834

  
ばね事業 
(百万円) 

素形材 
事業 
(百万円) 

特殊鋼
鋼材事業 
(百万円) 

機器装置
事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高        

(1) 外部顧客に対 
する売上高 

16,029 9,197 26,061 4,035 2,070 57,395 ― 57,395

(2) セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

2 70 1,517 6 1,659 3,256 (3,256) 0

計 16,032 9,268 27,578 4,041 3,730 60,651 (3,256) 57,395

営業費用 14,839 8,375 23,054 3,736 3,766 53,772 (3,221) 50,550

営業利益 
（又は営業損失△） 

1,193 893 4,524 304 △36 6,879 (  35) 6,844

  
ばね事業 
(百万円) 

素形材 
事業 
(百万円) 

特殊鋼
鋼材事業 
(百万円) 

機器装置
事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高        

(1) 外部顧客に対 
する売上高 

34,470 16,547 36,864 8,843 4,110 100,837 ― 100,837

(2) セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

13 132 2,957 1 2,780 5,884 (5,884) 0

計 34,483 16,679 39,821 8,844 6,891 106,722 (5,884) 100,837

営業費用 33,625 15,510 37,375 8,432 6,759 101,703 (5,890) 95,813

営業利益 857 1,169 2,446 412 132 5,018 5 5,023



(注) １ 事業区分の方法 

当社は事業部を設け、事業部門ごとに利益管理を行っております。事業区分は、当社の事業部門及び連結子会社の事業内

容を基礎として決定いたしました。 

  

２ 前記の事業区分に属する主要な製品は次のとおりであります。 

  

  

３ 会計処理の方法の変更 

当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで） 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間から有形固定資産の減価

償却方法を変更しております。 

この変更により、従来の方法によった場合と比べ、当中間連結会計期間の営業費用は、ばね事業が295百万円、素形材事

業が68百万円、特殊鋼鋼材事業が473百万円、その他の事業が６百万円それぞれ増加し、営業利益（又は営業損失）は同

額減少（又は増加）しております。 

  

  

  

  

  

  

事業区分 主要製品名

ばね事業 

板ばね、巻ばね、スタビライザ、エアーサスペンションシステム、トーション

バー、コイルドウエーブスプリング、防振装置、精密ばね、携帯電話及びビデ

オムービー用等各種ヒンジ、ハードデイスクドライブ用精密プレス品、内臓ア

ンテナ・コネクター等のインサート成形品、樹脂・金属複合品、各種自動車部

品・用品、タイヤプロテクター、タイヤチェーン、シュープレート用ゴムパッ

ト 

素形材事業 

一般鋳造品、精密鋳造品、各種金型及び同素材、精密機械加工品、一般鍛造

品、精密鍛造品、特殊合金素材及び同加工品、永久磁石(鋳造・圧延)、磁石応

用部品、特殊合金粉末、同微粉末 

特殊鋼鋼材事業 
棒鋼(構造用合金鋼・機械構造用炭素鋼・ばね鋼・工具鋼・非調質鋼・快削鋼

ほか)、鋼材加工品 

機器装置事業 鍛圧機械、一般産業機械及びプラント、鉄構品、磁選機、搬送装置、計装機器 

その他の事業 海上運送、貨物自動車運送、倉庫 ほか



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで) 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで) 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 

（注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２ 日本以外の区分に属する国 

       北 米……アメリカ、カナダ 

       アジア……フィリピン、タイ、中国 

  

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで) 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで) 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

   前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

  

  

  
日本 

（百万円） 

北米 

（百万円） 

アジア 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又 

は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

 売上高     

  (1)外部顧客に対す

る売上高 
95,627 172 5,036 100,837 ― 100,837

  (2)セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

389 0 4,286 4,676 (4,676) 0

計 96,016 172 9,323 105,513 (4,676) 100,837

 営業費用 91,547 134 8,826 100,508 (4,695) 95,813

 営業利益 4,469 38 496 5,004 18 5,023



(１株当たり情報) 

  

  

  

(2) 【その他】 

特記すべき事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ １株当たり純資産額 138円26銭 １ １株当たり純資産額 186円58銭 １ １株当たり純資産額 152円40銭

２ １株当たり中間 
  純利益 

3円12銭
２ １株当たり中間
  純利益 

22円66銭
２ １株当たり当期 
  純利益 

15円35銭

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、潜在

株式が存在しないため記載して

おりません。 

３ 潜在株式調整後
  １株当たり中間 
  純利益 

22円50銭
なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載して

おりません。 

  

１株当たり中間純利益の算定上の

基礎 

  

  

中間連結損益計算書上の中間純利益 

449百万円 

普通株式に係る中間純利益 

449百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要 

な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

143,974,217株 

  

１株当たり中間純利益及び潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の

算定上の基礎 

  

中間連結損益計算書上の中間純利益 

3,262百万円 

普通株式に係る中間純利益 

3,262百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要 

な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

143,957,745株 

  

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益の算定に用いられた中間純利益調

整額の主要な内訳 

該当事項はありません。 

  

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益の算定に用いられた普通株式増加

数の内訳 

 新株予約権付社債  1,014,651株 

  

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要 

該当事項はありません。 

  

１株当たり当期純利益の算定上の

基礎 

  

  

連結損益計算書上の当期純利益 

2,209百万円 

普通株式に係る当期純利益 

2,209百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要 

な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

143,968,670株 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金     3,360 4,165   3,907 

受取手形 ＊２   4,358 5,448   5,102 

売掛金     17,440 20,868   18,440 

たな卸資産     5,818 6,426   5,387 

未収入金     3,156 3,424   2,868 

繰延税金資産     320 453   526 

その他     941 3,059   2,468 

貸倒引当金     △5 0   △5 

流動資産合計     35,390 44.0 43,845 49.5   38,695 46.8

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 
＊１ 
＊２ 

  17,640 15,812   17,083 

建物     7,503 7,464   7,305 

機械及び装置     6,595 5,380   6,000 

建設仮勘定     210 290   497 

その他     3,331 2,676   3,279 

２ 無形固定資産     144 132   124 

３ 投資その他の 
  資産 

    27,325 28,762   26,694 

投資有価証券 ＊２   17,541 20,635   18,024 

長期貸付金     8,946 7,220   7,873 

その他     891 963   851 

貸倒引当金     △54 △57   △54 

固定資産合計     45,110 56.0 44,707 50.5   43,902 53.2

資産合計     80,500 100.0 88,552 100.0   82,598 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

支払手形     9,571 12,440   10,406 

買掛金     8,941 9,716   9,612 

短期借入金 ＊２   19,917 8,037   19,042 

未払金     68 261   158 

未払法人税等     539 1,622   866 

未払消費税等     75 238   0 

その他     1,835 2,644   1,916 

流動負債合計     40,950 50.9 34,961 39.5   42,003 50.8

Ⅱ 固定負債           

新株予約権付社債     0 8,040   0 

長期借入金 ＊２   16,473 16,310   16,779 

繰延税金負債     730 2,313   1,212 

退職給付引当金     3,621 2,482   2,307 

役員退職慰労金 
引当金 

    231 194   264 

固定資産処分損 
引当金 

    0 693   0 

固定負債合計     21,056 26.1 30,034 33.9   20,563 24.9

負債合計     62,007 77.0 64,996 73.4   62,566 75.7

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     7,200 9.0 7,200 8.1   7,200 8.7

Ⅱ 資本剰余金           

  資本準備金     893 893   893 

資本剰余金合計     893 1.1 893 1.0   893 1.1

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金     745 781   745 

２ 任意積立金     5,931 7,350   5,931 

３ 中間(当期) 
  未処分利益 

    2,204 3,858   3,488 

利益剰余金合計     8,880 11.0 11,989 13.6   10,165 12.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    1,522 1.9 3,480 3.9   1,778 2.2

Ⅴ 自己株式     △2 △0.0 △7 △0.0   △4 △0.0

資本合計     18,493 23.0 23,556 26.6   20,032 24.3

負債・資本合計     80,500 100.0 88,552 100.0   82,598 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     38,312 100.0 46,051 100.0   79,813 100.0

Ⅱ 売上原価 ＊１   33,881 88.4 38,084 82.7   70,517 88.4

売上総利益     4,431 11.6 7,966 17.3   9,296 11.6

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 

＊１   3,630 9.5 3,517 7.6   7,312 9.1

営業利益     800 2.1 4,448 9.7   1,983 2.5

Ⅳ 営業外収益 ＊２   409 1.1 373 0.8   605 0.7

Ⅴ 営業外費用 *1*3   347 0.9 603 1.3   809 1.0

経常利益     862 2.3 4,218 9.2   1,780 2.2

Ⅵ 特別利益 ＊４   543 1.4 1,476 3.2   2,241 2.8

Ⅶ 特別損失 *5*6   692 1.8 1,556 3.4   1,122 1.4

税引前中間 
(当期)純利益 

    714 1.9 4,139 9.0   2,898 3.6

法人税、住民税 
及び事業税 

  477   1,535 1,276   

法人税等調整額   △203 273 0.7 205 1,740 3.8 △102 1,173 1.4

中間(当期) 
純利益 

    440 1.2 2,398 5.2   1,725 2.2

前期繰越利益     1,763 1,674   1,763 

合併に伴う子会社
株式消却損 

    0 214   0 

中間(当期) 
未処分利益 

    2,204 3,858   3,488 

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株
式 
移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの 
中間決算日の市場価格
等に基づく時価法 
(評価差額は全部資本
直入法により処理し、
売却原価は移動平均法
により算定) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 
   同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株
式 
移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの 
期末日の市場価格等に
基づく時価法 
(評価差額は全部資本
直入法により処理し、
売却原価は移動平均法
により算定) 

時価のないもの 
移動平均法による原価
法 

  時価のないもの 
移動平均法による原価
法 

(2) たな卸資産 
製品、半製品、仕掛品 

  総平均法による原価法 
 （ただし、一部については個別法に 
  よる原価法） 
 原材料 
  総平均法による低価法 
 貯蔵品 
  総平均法による原価法 

(2) たな卸資産 
製品、半製品、仕掛品 
   同左 
  
  
 原材料 
   同左 
 貯蔵品 
   同左 

(2) たな卸資産 
製品、半製品、仕掛品 
   同左 
  
  
 原材料 
   同左 
 貯蔵品 
   同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 

定額法(宇都宮製作所は定
率法)によっております。
ただし、宇都宮製作所につ
いても平成10年４月１日以
降に取得した建物(附属設
備を除く)は、定額法を採
用しております。 
なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。 
建物     ８年～31年 
機械及び装置 10年～14年 

２ 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 
ただし、建物(宇都宮製作
所及び岡山工場の建物の一
部並びに建物附属設備を除
く)については定額法を採
用しております。 
なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。 
建物     ８年～31年 
機械及び装置 10年～14年 

  

２ 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 

定額法(宇都宮製作所は定
率法)によっております。
ただし、宇都宮製作所につ
いても平成10年４月１日以
降に取得した建物(附属設
備を除く)は、定額法を採
用しております。 
なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。 
建物     ８年～31年 
機械及び装置 10年～14年 

(2) 無形固定資産 
定額法によっております。 
なお、自社利用のソフトウ
ェアについては、社内にお
ける利用可能期間(５年)に
基づく定額法によっており
ます。 

(2) 無形固定資産 
同左 

(2) 無形固定資産 
同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒
損失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しておりま
す。 

３ 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備える
ため、当事業年度末におけ
る退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当中
間会計期間末において発生
していると認められる額を
計上しております。 
会計基準変更時差異(5,072
百万円)については、15年に
よる按分額を費用処理して
おります。 
過去勤務債務は、その発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(12
年)による定額法により費用
処理しております。 
数理計算上の差異は、各事
業年度の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一
定の年数(12年)による定額
法により、それぞれ発生の
翌事業年度から費用処理し
ております。 

(2) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備える
ため、当事業年度末におけ
る退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当中
間会計期間末において発生
していると認められる額を
計上しております。 
会計基準変更時差異につい
ては、15年による按分額を
費用処理しております。 
過去勤務債務は、その発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(12
年)による定額法により費用
処理しております。 
数理計算上の差異は、各事
業年度の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一
定の年数(12年)による定額
法により、それぞれ発生の
翌事業年度から費用処理し
ております。 

(2) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備える
ため、当事業年度末におけ
る退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当事
業年度末において発生して
いると認められる額を計上
しております。 
会計基準変更時差異につい
ては、15年による按分額を
費用処理しております。 
過去勤務債務は、その発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(12
年)による定額法により費用
処理しております。 
数理計算上の差異は、各事
業年度の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一
定の年数(12年)による定額
法により、それぞれ発生の
翌事業年度から費用処理し
ております。 

   (追加情報) 
当社は、確定給付企業年金
法の施行に伴い、厚生年金
基金の代行部分について、
平成15年11月25日に厚生労
働大臣から将来分支給義務
免除の認可を受けました。 
当中間会計期間末日現在に
おいて測定された返還相当
額（最低責任準備金）は、
9,825百万円であり、当該返
還相当額（最低責任準備
金）の支払が当中間会計期
間末日に行われたと仮定し
て「退職給付会計に関する
実務指針（中間報告）」
（日本公認会計士協会会計
制度委員会報告第13号）第
44―２項を適用した場合に
生じる利益の見込額は807百
万円であります。 

   (追加情報) 

当社は、確定給付企業年金
法の施行に伴い、厚生年金
基金の代行部分について、
平成15年11月25日に厚生労
働大臣から将来分支給義務
免除の認可を受け、平成17
年１月１日に過去分返上の
認可を受けました。 
これに伴い、前事業年度に
おいて厚生年金代行部分返
上益1,502百万円を特別利益
に計上いたしましたが、実
際返還日（平成17年７月21
日）における実際返還額と
過去分返上認可時最低責任
準備金とに差異が生じたた
め、当中間会計期間におい
て精算額191百万円を特別利
益に計上しております。 

  

   (追加情報) 

当社は、確定給付企業年金
法の施行に伴い、厚生年金
基金の代行部分について、
平成15年11月25日に厚生労
働大臣から将来分支給義務
免除の認可を受け、平成17
年１月１日に過去分返上の
認可を受けております。 
これに伴い、当事業年度に
おいて厚生年金代行部分返
上益1,502百万円を特別利益
に計上しております。 

  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(3) 役員退職慰労金引当金 
役員の退職慰労金の支出に
備えて、内規に基づく中間
期末要支給額を計上してお
ります。 

(3) 役員退職慰労金引当金 
同左 

(3) 役員退職慰労金引当金 
役員の退職慰労金の支出に
備えて、内規に基づく期末
要支給額を計上しておりま
す。 

(4)  ―――――――――― 
  
  

(4) 固定資産処分損引当金 
固定資産の廃止に備えて、
除却損失の見込額を計上し
ております。 

(4)  ―――――――――― 
  

４ リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。 

４ リース取引の処理方法 
同左 

４ リース取引の処理方法 
同左 

５ ヘッジ会計の方法 
(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用して
おります。また、金利スワ
ップについて特例処理の要
件を充たしている場合には
特例処理を、為替変動リス
クのヘッジについて振当処
理の要件を充たしている場
合には振当処理を採用して
おります。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段：金利スワップ 
      為替予約 
ヘッジ対象：借入金の金利

変動リスク 
      外貨建債権の

為替変動リス
ク 

(3) ヘッジ方針 
将来の金利変動によるリス
ク及び為替変動によるリス
ク回避を目的としており、
投機的な取引は行わない方
針であります。 

５ ヘッジ会計の方法 
(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用して
おります。また、金利スワ
ップについて特例処理の要
件を充たしている場合には
特例処理を採用しておりま
す。 
  
  
  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段：金利スワップ 
  
ヘッジ対象：借入金の金利

変動リスク 
  
  
  

(3) ヘッジ方針 
将来の金利変動によるリス
ク回避を目的としており、
投機的な取引は行わない方
針であります。 

５ ヘッジ会計の方法 
(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用して
おります。また、金利スワ
ップについて特例処理の要
件を充たしている場合には
特例処理を、為替変動リス
クのヘッジについて振当処
理の要件を充たしている場
合には振当処理を採用して
おります。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段：金利スワップ 
      為替予約 
ヘッジ対象：借入金の金利

変動リスク 
      外貨建債権の

為替変動リス
ク 

(3) ヘッジ方針 
将来の金利変動によるリス
ク及び為替変動によるリス
ク回避を目的としており、
投機的な取引は行わない方
針であります。 

６ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 
消費税及び地方消費税の会
計処理は、税抜方式によっ
ております。 
また、仮受消費税等と仮払
消費税等は相殺のうえ、
「未払消費税等」として区
分掲記しております。 

６ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 
  消費税等の会計処理方法 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基
本となる重要な事項 
  消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会
計処理は、税抜方式によっ
ております。 
  



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ―――――――――― １ 固定資産の減損に係る会計基準 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

これにより、税引前中間純利益は

781百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。 

  

２ 有形固定資産（宇都宮製作所を

除く）の減価償却方法については、

建物(建物附属設備を除く)を除き、

当中間会計期間より定額法から定率

法に変更しております。 

この変更は、生産拠点の見直し及び

需要の増加により生産量の増加が顕

著となり、稼働率が高まったため、

投下資本の早期回収を通じて、より

合理的な期間損益計算を行うための

ものであります。 

この変更により、従来の方法によっ

た場合と比べ、減価償却費は427百

万円増加し、営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益はそれぞれ377

百万円減少しております。 

   ―――――――――― 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間貸借対照表) 

 前中間期まで、長期貸付金は、投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間期末

において資産の総額の百分の五を超えたため「長期貸付

金」の科目を付して区分掲記しております。 

 なお、前中間期末の投資その他の資産の「その他」に

含まれる長期貸付金の金額は、2,238百万円でありま

す。 

  

     ―――――――――――――― 

  



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費は

36百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は36百万円

減少しております。 

   ―――――――――― 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会実務対応報告第12

号）に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費は

61百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は61百万円

減少しております。 

  



注記事項 

(中間貸借対照表注記) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

31,080百万円 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

34,003百万円 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

31,846百万円 

＊２ 担保に供している資産 

 担保を付している債務 

受取手形 1,282百万円

有形固定資産 

 工場財団組成分 12,257百万円

 その他 2,689百万円

投資有価証券 3,365百万円

 短期借入金 5,835百万円

 長期借入金 9,283百万円

＊２ 担保に供している資産 

 担保を付している債務 

受取手形 1,343百万円

有形固定資産

 工場財団組成分 10,690百万円

 その他 2,038百万円

投資有価証券 4,744百万円

 短期借入金 3,391百万円

 長期借入金 10,210百万円

＊２ 担保に供している資産 

 担保を付している債務 

受取手形 1,409百万円

有形固定資産  

工場財団組成分 11,669百万円

その他 2,648百万円

投資有価証券 3,744百万円

短期借入金 5,846百万円

長期借入金 9,809百万円

 ３ 保証債務 

(1) 借入金に対する保証 

三菱製鋼室蘭特殊鋼㈱ 8,215百万円

三菱長崎機工㈱ 1,505百万円

室蘭共同発電㈱ 768百万円

菱鋼鋳造㈱ 540百万円

MSM (THAILAND) 
CO.,LTD. 

280百万円

菱鋼クレジット㈱ 219百万円

計 11,527百万円

   

 ３ 保証債務 

(1) 借入金に対する保証 

三菱製鋼室蘭特殊鋼㈱ 6,594百万円

室蘭共同発電㈱ 576百万円

MSM (THAILAND)

CO.,LTD. 
280百万円

菱鋼クレジット㈱ 189百万円

計 7,639百万円

  

 ３ 保証債務 

(1) 借入金に対する保証 

三菱製鋼室蘭特殊鋼㈱ 7,131百万円

三菱長崎機工㈱ 1,505百万円

室蘭共同発電㈱ 672百万円

MSM (THAILAND)

CO.,LTD. 
280百万円

菱鋼クレジット㈱ 189百万円

計 9,777百万円

 

      



(中間損益計算書注記) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

＊１ 減価償却額 

有形固定資産 973百万円

無形固定資産 24百万円

計 997百万円

＊１ 減価償却額 

有形固定資産 1,391百万円

無形固定資産 9百万円

計 1,401百万円

＊１ 減価償却額 

有形固定資産 1,932百万円

無形固定資産 46百万円

計 1,979百万円

＊２ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 121百万円

受取配当金 171百万円

＊２ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 122百万円

受取配当金 112百万円

＊２ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 243百万円

受取配当金 216百万円

＊３ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 313百万円

＊３ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 289百万円

＊３ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 610百万円

＊４ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券 
売却益 

543百万円

   

＊４ 特別利益のうち主要なもの 

休止機械設備処
分益 

1,214百万円

厚生年金代行
部分返上益精算

191百万円

＊４ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券 
売却益 

738百万円

厚生年金代行 
部分返上益 

1,502百万円

＊５ 特別損失のうち主要なもの  

  

  

投資有価証券 
評価損 

692百万円

＊５ 特別損失のうち主要なもの  

固定資産処分損
引当金繰入額 

693百万円

機械装置及び運
搬具の処分損 

58百万円

減損損失 781百万円

＊５ 特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券等 
評価損 

712百万円

関連事業損失 376百万円

 ６ ―――――――――――― ＊６ 減損損失 

当社は、事業用資産について
は主に継続的に収支の把握を
行っている管理会計上の区分
（事業所等）を基礎とし、キ
ャッシュ・フローの相互補完
性を考慮した一定の事業単位
でグルーピングを行っており
ます。また、将来の使用が見
込まれない遊休資産について
は、個別の資産グループとし
ております。 
これらの資産グループのう
ち、近年の継続的な地価の下
落等に伴い回収可能価額が低
下した遊休資産について、帳
簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額を減損損失
として計上いたしました。 
その内訳は、次のとおりであ
ります。 

なお、当資産グループの回収
可能価額は正味売却価額によ
り測定しており、主として不
動産鑑定評価額又は固定資産
税評価額に基づき評価してお
ります。 

種類 所在地
減損損失 

(百万円) 

土地 千葉県市原市 540

土地 千葉県千葉市他 241

 ６ ―――――――――――― 



(リース取引注記) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

科目 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末

残高 
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 

9 3 5 

その他 162 111 50 

計 171 115 56 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

科目 
取得価額

相当額 
(百万円)

減価償却

累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末

残高 
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 

146 119 26

その他 113 81 32

計 260 200 59

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

科目

取得価額

相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械及び

装置 
9 4 4 

その他 118 76 41 

計 128 81 46 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 30百万円

１年超 27百万円

計 58百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 39百万円

１年超 24百万円

計 63百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 24百万円

１年超 23百万円

計 47百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 25百万円

減価償却費相当額 23百万円

支払利息相当額 1百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 46百万円

減価償却費相当額 41百万円

支払利息相当額 1百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 43百万円

減価償却費相当額 40百万円

支払利息相当額 1百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については利息法によっ

ております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

   同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

   同左 



(有価証券注記) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ
りません。 
  

(１株当たり情報) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ １株当たり純資産額 128円45銭 １ １株当たり純資産額 163円64銭 １ １株当たり純資産額 139円15銭

２ １株当たり中間 
  純利益 

3円06銭
２ １株当たり中間
  純利益 

16円66銭
２ １株当たり当期 
  純利益 

11円99銭

なお、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益については、

潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

３ 潜在株式調整後
  １株当たり中間 
  純利益 

16円55銭
なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  

１株当たり中間純利益の算定上の

基礎 

  

  

中間損益計算書上の中間純利益 

440百万円 

普通株式に係る中間純利益 

440百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要 

な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

143,974,217株 

  

１株当たり中間純利益及び潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の

算定上の基礎 

  

中間損益計算書上の中間純利益 

2,398百万円 

普通株式に係る中間純利益 

2,398百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要 

な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

143,957,745株 

  

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の算定に用いられた中間純利

益調整額の主要な内訳 

該当事項はありません。 

  

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の算定に用いられた普通株式

増加数の内訳 

新株予約権付社債 1,014,651株 

  

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間純利益

の算定に含まれなかった潜在株式

の概要 

該当事項はありません。 

  

１株当たり当期純利益の算定上の

基礎 

  

  

損益計算書上の当期純利益 

1,725百万円 

普通株式に係る当期純利益 

1,725百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要 

な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

143,968,670株 



(2) 【その他】 

第82期(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の中間配当については、平成17年11月10日開催の取締役

会において、平成17年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとお

り配当を行うことを決議いたしました。 

①中間配当金の総額            287百万円 

②１株当たりの中間配当金         ２円00銭 

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成17年12月９日 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において提出した、証券取引法第25条第１項各号に掲げる書

類は次のとおりであります。 

  

  

  

書類名 提出年月日 提出理由 

有価証券報告書及びその添付書類 

(事業年度  自平成16年４月１日 

 (第81期) 至平成17年３月31日) 

平成17年６月29日 ――――――― 

臨時報告書 平成17年８月１日 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項

第12号及び第19号（重要な資産の譲渡）に基づく 

臨時報告書及びその添付書類 平成17年９月１日 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項

第１号（新株予約権付社債券の募集）に基づく 

臨時報告書の訂正報告書 

及びその添付書類 
平成17年９月２日 

平成17年９月１日提出の臨時報告書 

（新株予約権付社債券の募集）の訂正報告書 

臨時報告書の訂正報告書 平成17年９月７日 
平成17年９月１日提出の臨時報告書 

（新株予約権付社債券の募集）の訂正報告書 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当する事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２４日

三 菱 製 鋼 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三菱製鋼株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、三菱製鋼株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 片 山 英 木 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 郷右近 隆 也 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

三 菱 製 鋼 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三菱製鋼株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、三菱製鋼株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

１．会計処理の変更１に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る会計基 

準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して中間連結財務諸表を作成している。 

２．会計処理の変更２に記載されているとおり、会社は有形固定資産の減価償却方法を変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 片 山 英 木 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 郷右近 隆 也 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２４日

三 菱 製 鋼 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三菱製鋼株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第８１期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、三菱製

鋼株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 片 山 英 木 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 郷右近 隆 也 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

三 菱 製 鋼 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三菱製鋼株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８２期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、三菱製

鋼株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．会計処理の変更１に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」 

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して中間財務諸表を作成している。 

２．会計処理の変更２に記載されているとおり、会社は有形固定資産の減価償却方法を変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 片 山 英 木 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 郷右近 隆 也 
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